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【貸借対照表・・・様式第１号】 

本表は、市が住民サービスを提供するために保有している資産と、その資産をどのような財

源（負債・純資産）で整備してきたかを総括的に対照表示した財務諸表です。 

 「資産」には、行政サービスを行うために必要な有形固定資産や今後の収入となる貸付金等

があります。この資産を形成するための財源として、地方債や退職手当引当金といった将来世

代の負担となる「負債」と、国・県補助金や過去・現在の世代の負担である「純資産」があり

ます。 

令和 7年 3月 31 日時点における資産は約 529 億 8,300 万円となり、約 78％を有形固定資産が

占めています。一方、負債は約 204 億 7,900 万円となり、約 90％を地方債が占めています。 

なお、地方債（約 185 億 7,000 万円）には、償還に当たって国が財源を補償する臨時財政対

策債（約 54 億円）が含まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校、図書館等の

土地、建物、工作物

など（インフラ以

外のもの） 

道路、公園等の用

に供される土地、

建物、工作物など 

ソフトウェア、借

地権など 

50万円以上の備品 

複数年度において

建設しているもの 

複数年度において

建設しているもの 

有価証券、出資金

回収が見込まれな

い部分（マイナス

で表示） 

１年を超えて回収

されていない債権 

１年以内に回収予

定の貸付金や取崩

予定の基金 

償還予定が１年を

超える市債など 

基準日に退職した

場合の退職手当の

支給見込額 

損失補償又は保証

債務により生じる

将来の支払見込額 

市が費消可能な資

源の蓄積（現金預

金等（短期貸付金・

基金を除く流動資

産）から負債を控

除した額） 

現在までの世代が

形成した固定資産

等（固定資産及び

流動資産のうち短

期貸付金・基金） 

還付が予定されて

いる市税など 

償還予定が１年以

内の市債など 

翌年度の賞与等の

支給見込額のう

ち、本年度に属す

る部分 
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【行政コスト計算書・・・様式第２号】 

本表は、人件費や物件費等の「経常費用」と行政サービスの受益者負担としての使用料や負担

金等の収入である「経常収益」、これらを差し引いた「純経常行政コスト」で構成され、附属明

細書では、「人件費」や「物件費」といった性質別コスト（縦軸）、「生活インフラ・国土保全」

や「教育」といった目的別コスト（横軸）により収益の割合を把握することができます。 

令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31 日までの純行政コストは約 144 億 9,200 万円となりまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度に発生した翌年度に支給される期

末手当、勤勉手当、これらに伴う法定福利

費の見込額 

本年度に発生した退職手当の見込額 

消耗品費や委託料など、消費的性質の経

費であって、資産計上されないもの 

資産の機能維持のために必要な修繕費な

ど 

一定の耐用年数に基づき計算された、建

物などの償却資産の価値減少分 

他の団体や個人に支払う補助金や負担金

公営住宅の使用料や住民票の交付手数料

など 

資産の売却損益など、臨時的に生じた損

失又は利益 

税収や国庫支出金は収益に該当しません。 

企業会計における売上高などの収益は、

経営活動の努力（費用）に対する成果とし

て損益計算書に対応づけて表示します。 

一方、地方公会計における税収や国庫支

出金などは、行政活動の努力（費用）に対

する成果として得られるものではないた

め、収益には計上せず、企業会計における

株主資本と同様に、純資産に計上します。 
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【純資産変動計算書・・・様式第３号】 

本表は、貸借対照表の「純資産」が 1年間でどのように変動したかを、その財源とともに表し

ています。 

 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31 日までに得られた財源（税収、地方交付税、寄附金、

国県等補助金など）から純行政コストを差し引いた本年度差額は約 11 億 6,300 万円となり、無

償所管換等の増などを加えた本年度純資産変動額は約 14 億 8,200 万円となりました。 

また、固定資産等の変動としては、有形固定資産の取得、現金の貸付などにより約 47 億 6,500

万円増加した一方で、減価償却や貸付金の回収などにより約 26 億 9,100 万円減少しました。無

償所管等による増加を含め、固定資産等は約 23 億 9,300 万円増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市税、地方交付税、

寄附金など 

国又は県からの補

助金、負担金など 

財源と純行政コストの差額（本年度差額）により

生じた余剰分（不足分）について、有形固定資産

の取得、基金の積立てなどにより固定資産等の形

成にどれだけ用いられたかを表す項目 

無償で譲渡又は取得した固

定資産の評価額など 
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【資金収支計算書・・・様式第４号】 

本表は、1年間の現金の収支を「業務活動」、「投資活動」、「財務活動」の 3つの区分により表

示した財務書類です。これによりどのような行政活動に現金が必要とされ、どのように賄ってい

るのかを表しており、一般的に「業務活動」の収支余剰で「投資活動」と「財務活動」の収支不

足を補てんします。 

本年度資金収支額は約△1億 100 万円となりました。このうち、業務活動収支は約 13 億 3,700

万円、投資活動収支は約△21 億 1,400 万円、財務活動収支は約 6 億 7,600 万円で、本年度末資

金残高は約 4 億 7,200 万円、本年度末歳計外現金残高を加えた本年度末現金貯金残高は約 6 億

3,000 万円となりました。 

 

業務を行うに当たって支出した金額 

市債の利息に要する支出 

補助金、社会保障給付、他会計への繰出しなどに要す

る支出 

市債の償還などに要する支出 

公共施設等の整備、基金の積立、貸付などに要する支出 

業務活動収支、投資活動収支、財務活動の収支合計 

災害復旧などに要する支出 

市税、地方交付税、国県等補助金などの収入 

国県等補助金、基金の取崩、貸付の元金回収などの収入 

補助金などの収入 

市債の借入などの収入 
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◆ 将来世代に継承する資産について

　　・市民1人当たり資産額　
R5 R4

資産総額 52,982,967 千円

住民基本台帳人口 27,685 人 千円

　　・歳入額対資産比率
R5 R4

資産総額 52,982,967 千円

収入総額 19,298,408 千円 年

　　・有形固定資産減価償却率
R5 R4

償却資産の減価償却累計額 39,842,606 千円

償却資産の取得価額等 65,085,334 千円 ％

◆ 将来世代と現世代との負担の分担について

　　・純資産比率　
R5 R4

純資産総額 32,504,618 千円

資産総額 52,982,967 千円 ％

　　・将来世代負担比率
R5 R4

地方債＋一年以内償還予定地方債
（特例地方債を除く） 10,453,010 千円

有形固定資産＋無形固定資産 41,532,422 千円 ％

【主　な　分　析　指　標】

＝ ＝ 61.4

社会資本等について地方債により形
成した割合をいいます。この割合が
大きいほど社会資本等の形成に係る
将来世代の負担の比重が大きくなり
ます。

＝ ＝ 25.2

資産総額に対する純資産総額の割合
をいいます。純資産の増加は、現世
代が自らの負担よって将来世代も利
用することができる資源を蓄積した
ことを表します。一方、純資産の減
少は、将来世代が利用することがで
きた資源を現世代が費消して便益を
受ける反面、将来世代に負担を先送
りしたことを表します。この割合が
大きいほど将来世代が利用可能な資
産が多いことを表しています。

人口１人当たりの資産額をいいます。

有形固定資産のうち償却資産の取得
価額等に対する減価償却累計額の割
合。法定耐用年数に対して資産の取
得からどの程度経過しているかを表
し、資産の老朽化のおおよその度合
いを測ることができます。この割合
が大きいほど老朽化が進んでいると
いえます。

＝ ＝ 1,914

資金収支計算書の収入総額（前年度
末資金残高を含む）に対する資産総
額の割合。これまでに形成された資
産が収入の何年分に相当するかを表
し、地方公共団体の資産形成の度合
いを測ることができます。この年数
が長いほど資産形成がなされている
と考えることができます。

1,813 千円

2.9 年

59.1%

＝ ＝ 2.8

＝ ＝ 61.2

1,807 千円

3.0 年

57.6%

60.9%

23.3%

61.1%

23.4%
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◆ 財政運営の持続性について

　　・市民１人当たり負債額
R5 R4

負債総額 20,478,349 千円

住民基本台帳人口 27,685 人 千円

　　・基礎的財政収支
R5 R4

千円

◆ 行政サービスの提供について

　　・市民１人当たり行政コスト
R5 R4

純行政コスト 14,491,653 千円

住民基本台帳人口 27,685 人 千円

◆資産形成を行う余裕について

　　・行政コスト対税収等比率　
R5 R4

純経常行政コスト 14,508,199 千円

財　　　　　　源 15,654,915 千円 ％

◆ 行政コストに対する受益者の負担について

　　・受益者負担割合
R5 R4

経　常　収　益 556,671 千円

経　常　費　用 15,074,870 千円 ％

※　住民基本台帳人口は、 27,685人（令和7年4月1日時点）により算定しています。

業務活動収支（支払利息を
除く）＋投資活動収支（基
金積立、取崩を除く） 1,344,580千円

+△2,750,568千円

人口１人当たりの負債総額をいいま
す。類似団体との比較に利用しま
す。

＝ ＝ 740

経常費用に対する経常収益の割合を
いいます。行政サービスの提供に対
する受益者の負担割合を表します。
この割合は、多くの団体で3～8％の
範囲にあるといわれています。

＝ ＝ 3.7

＝ ＝ -1,344,580

人口１人当たりの行政コストをいい
ます。類似団体との比較に利用する
ことで、地方公共団体の行政活動の
効率性を比較することができます。

＝ ＝ 523

支払利息支出を除く業務活動収支及
び投資活動収支の合計額をいいま
す。地方債等の元利償還額を除いた
歳出と地方債等発行収入を除いた歳
入のバランスを表します。

税収などの財源に対する行政コスト
の割合をいいます。財源が資産形成
を伴わない行政コストにどれだけ費
消されたのかを把握することができ
ます。この比率が100％に近づくほど
資産形成の余裕度が低いといえ、さ
らに100％を上回ると、過去に蓄積し
た資産（基金など）が取り崩された
ことを表します。

＝ ＝ 92.7

511 千円

100.2%

4.6% 6.1%

707 千円

1,744,494 千円

470 千円

90.8%

705 千円

-299,846 千円
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